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平面約50m（東西方向）×約90m（南北方向）の建物が2棟

平面約50m（東西方向）×約180m（南北方向）の建物が1棟

＜固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の設置エリア＞

大型廃棄物保管庫

固体廃棄物貯蔵庫
第１０棟

６号機

５号機

減容処理設備

1．固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の概要

構
造

階
数

軒高
(m)

建築面積
(m2) 延床面積

(m2)
保管容量※1

(基)10-A/10-
B

10-C

S
造

1 約20 約4,500 約9,000 約18,000 6264※2

※1 10-A～10-C保管容量の合計
※2 20ftハーフハイトコンテナの場合

○建屋概要

固体廃棄物貯蔵庫第１０棟は，廃炉作業にて発生した汚染土や減容処理設備
にて減容処理した瓦礫類（金属瓦礫及びコンクリート瓦礫）を容器に収納し
た状態で一時保管することを目的とする。

瓦礫類を収納した容器（以下，「貯蔵容器」という。）は，多段積みが可能
な20ft／10ftハーフハイトコンテナを採用し，貯蔵庫内に９段積みで保管。

固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の建屋は，３棟（10-A～10-C）から成る。
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固体廃棄物貯蔵庫の運用
・固体廃棄物貯蔵庫第10棟は耐震Cクラスとして設置するが，屋外一時保管のリスク低減から

一時的に耐震B＋クラス相当（1ｍSv/h以下）の廃棄物を保管する運用とし，将来的にはC
クラス相当（20μSv/h以下）の廃棄物を保管する。※

受入線量の上限：一時的に1mSv/h以下

10-A棟
（保管量約2万m3）

10-B棟
（保管量約2万m3）

10-C棟
（保管量約4万m3）

新設の運用開始後移送
（約4万m3：移送期間２年程度）

10-A棟
（保管量約2万m3）

10-B棟
（保管量約2万m3）

10-C棟
（保管量約4万m3）

受入線量の上限： 20μSv/h相当

新設の固体廃棄物貯蔵庫
（11棟以降）

保管物の流れ

建屋の運用

1．固体廃棄物貯蔵庫第１０棟の概要

※今後，固体廃棄物貯蔵庫第11棟以降の増設を2030年度までに行い，竣工後には，比較的線量の高い廃棄物
を移送する計画。なお，比較的線量の高い廃棄物の移送には2年程度の期間を要することが想定されるため，
一時的な運用期間は9年以内とする。
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現在，実施計画変更申請中の固体廃棄物貯蔵庫第10棟について，耐震ク
ラスを決定するため，安全機能喪失時の放出放射能の評価をしており，そ
の考え方について以下に示す。

2．安全機能喪失時の放出放射能評価の考え方

地震等により，施設の安全機能が喪失した際の放出放射能評価を行うため
の飛散率については，内容物を「コンクリート・金属」と「汚染土」とに
分けて検討している。

コンクリート・金属：9×10-4［-］（引用：廃止措置工事環境影響ハンドブック）

汚染土：9.6×10-4[/day]（引用：DOEハンドブック）

これらの値は，前提条件等を踏まえると，非常に保守的であり，評価結果
が過大なものになっていると考えているが，適当な文献等を確認すること
ができていない。
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安全機能（遮蔽機能）が喪失した場合における，保管物からの敷地境界での直接線・スカイ
シャイン線の影響

遮蔽壁および遮蔽蓋はモデル化しない。（建屋およびコンテナは遮蔽機能を持たない）
その他構造物の遮蔽は考慮しないが，勾配による土壌の遮蔽は考慮。
線源

・核種は平常時の汚染由来を考慮した核種組成※とし，
配置についても平常時と同様に，10-A/B/Cごとに外側に線量の低いコンテナを配置する。

遮蔽機能については覆土により，７日間で復旧するものとする。

評価条件

※汚染土：Cs-134,137（フォールアウトによる汚染を考慮）
瓦礫 ：Co-60（代表核種として設定）

T.P.約33m
評価点
T.P.約20m（No.78）

線源

土壌

敷地境界への影響の考え方(イメージ)
建屋・遮蔽壁・遮蔽蓋は考慮しない

【参考】敷地境界における公衆への影響評価について
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土壌

安全機能（閉じ込め機能）が喪失した場合における，保管物からの敷地境界での放出放射能に
よる影響

建屋およびコンテナは考慮しない。
線源

・核種組成は，直接線及びスカイシャインと同様の汚染由来を考慮した核種組成※とし， 保守的にインベントリは全て暴露。
閉じ込め条件

・建屋，コンテナおよびHEPAフィルタは考慮せず，すべて喪失するものとし，DFは1とする。（裸の状態）
飛散率

・保守的に全てのコンテナから飛散をするものとし，瓦礫等の飛散率は「廃止措置工事環境影響評価ハンドブック」
の，コンクリートの機械的破砕時（Part1の付録4-1の分類3-4）より，9×10-4[-]とし，汚染土の飛散率は「DOEハンド
ブック」の，固体（粉体）の飛散（4.4.4項の＜風速20m/s ）より，9.6×10-4[/Day]とする。
閉じ込め機能については，遮蔽機能と同様に覆土により７日間で復旧するが，初動にて１日以内にブルーシートで覆う
ことにより，初期の飛散を抑える。
その他

・クラウドシャイン外部被ばく，グランドシャイン外部被ばく，クラウド吸入被ばくを評価する。

評価条件

敷地境界への影響の考え方(イメージ)

T.P.約33m
線源

土壌

※汚染土：Cs-134,137（フォールアウトによる汚染を考慮）
瓦礫 ：Co-60（代表核種として設定）

3．敷地境界における公衆への影響評価について

評価点

建屋・コンテナは考慮しない



64．安全機能喪失時の評価条件について

【評価上】全インベントリが瞬時に飛散に関与

【実際】飛散に関与するインベントリの分布は
表面のみ関与

比較

コンテナの閉じ込め
機能喪失

・瓦礫に関しては，落下時の衝撃で飛散すると
想定し，コンクリート破砕時の飛散率を選定

・金属瓦礫もコンクリ―ト瓦礫の飛散率とする

DOE 4.4.4項 固体（粉体）(最大風速20m/s)
4.0×10-5[/hr] × 24hr※＝ 9.6×10-4
※ブルーシートで１日で復旧想定

廃止措置工事環境影響評価ハンドブック
コンクリート機械的破砕時
9.0×10-4[瞬間]

保守性その２

建屋内のすべてのコンテナが破断することを想定

保守性その１

外部と接する表面汚染の算出が困
難の為，全インベントリを考慮

瓦礫の飛散率の考え方

瓦礫 汚染土

汚染土の飛散率の考え方

・土砂の飛散率について，合致するものがない
ため，保守的に固体（粉体）の飛散率を選定

・汚染土の粒径は，均一ではなく，かつ粉体の
粒径より大きい

評価条件の保守性 評価条件の保守性 保守性その３



75．機動的対応について

機動的対応による復旧
汚染土を格納するコンテナの破断箇所を優先しつつ，全面をブルーシートで覆う

イメージ

：瓦礫

：汚染土

：ブルーシート

早急に着手できるように以下の資機材は固体廃棄物第10棟の近傍に準備（常
設）しておく。

・ブルーシート（全面を覆える量＋αを確保） ３０枚程度
・ビニール紐など（ビニールシート同士を連結） １0巻程度
・その他，設置に使うと想定される工具（伸縮棒など） １０名分程度

復旧体制については，機能班（復旧班や保安班など）を中心とし，規模に応じ
て，当設備の主管Gを中心に他部門と連携し，計画・実施する。

：建屋・遮蔽



8【参考】必要な資機材

必要資機材

・ブルーシート（全面を覆える量＋αを確保） ３０枚程度
サイズ：25m×25m
必要量：A棟，B棟は６枚，C棟は14枚で全面施工可能

A,B棟貯蔵エリア：約40m×約70ｍ
C棟貯蔵エリア：約40×約160m

・ビニール紐など（ビニールシート同士を連結） １0巻程度
・100m巻きを10巻きで1000m分（十分量）
・その他，施工性を考えて，結束バンドなども検討

・その他，設置に使うと想定される工具（伸縮棒・ロープなど） １０名分程度
・ロープもしくは，伸縮棒で引っ張る。

５m程度の長さがあれば施工可能と想定する。
右記の機種を候補に，運用委託先と協力し，
施工性と強度を考慮して選定予定。



95．機動的対応について
想定タイムチャート

時間 内容 詳細

地震後～１時間後 状況確認 空間線量・津波の状況などを加味し，現場状況を確認する。
作業対象を特定する。
（建屋が倒壊しており，かつ，汚染土がコンテナから流出している箇所）

１～２時間後 作業準備 事務所（待機場所）から出発。資材保管場所から作業場所（10棟）まで
資機材を準備し移動する。

２～１０時間後 作業実施 実作業時間は８時間と設定。（詳細は後述）

１２～２４時間後 作業余裕 状況確認・作業準備に時間を要した場合や，作業自体に時間を要した場合の予備
時間として１２時間を設定。
予備時間は２交代作業にて，作業を実施する。

アクセスルート
下記の２ルートから，破壊されていないルートを

組み合わせて現場に出向。 N

10-A
貯蔵庫

10-B
貯蔵庫

10-C
貯蔵庫

資機材の設置個所は，10棟の近傍と
して，以下のスペースを設定予定



10【参考】具体的な対応内容

１名が倒壊した瓦礫類にアクセスし，１名が下部に位置し，２名でブルーシートを敷設。
下部作業者は，瓦礫に高さがある場合は伸縮棒を用いる。

時間 作業内容

０分～１０分 地上でシートを広げる

１０分～３０分 上部作業者は端部を保持し，上る。もしくは，下部作業者と協力して，下から上へブルーシートの端部を
受け渡す。下部作業者は，棒の端部にブルーシート端部を固定し，伸縮棒を立てる。

３０分～５０分 上部作業者，下部作業者で同調し，施工箇所までブルーシートを運び広げつつ施工する。

５０分～６０分 ビニール紐もしくは結束バンドを使用して，端部を固定する。
固定は，周辺のガレキか，一つ前に施工したブルーシートに実施。

ブルーシート
伸縮棒

下部作業者

上部作業者

ブルーシート②

×

：瓦礫（容器破断）

：汚染土（容器破断）

：建屋・遮蔽

想定タイムチャート（１枚施工）



115．機動的対応について

作業体制
安全機能の全喪失時などは，防災業務計画に基づき，各機能班で主導し対応を検討。
なお，重大性によっては，固体廃棄物G主導で対応を検討する。

固体廃棄物G中心の復旧体制

小規模（建屋内のコンテナ転倒のみ，
壁面の小規模破断など）の場合は，
本設備の主管Gが中心となり，安全機
能を復旧する。
※ガイドに復旧手順を記載する

緊急時対策組織の復旧体制
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遮蔽機能および閉じ込め機能の喪失により，安全機能喪失時の評価は以下となる。

一時的運用
遮蔽機能
喪失

閉じ込め機能
喪失

合計

１０－Ａ棟 約0.0018mSv 約0.18mSv 約0.19mSv

１０－Ｂ棟 約0.00099mSv 約0.18mSv 約0.19mSv

１０－Ｃ棟 約0.0015mSv 約0.008mSv 約0.0095mSv

将来的運用

遮蔽機能
喪失

閉じ込め機能
喪失

合計

１０－Ａ棟 約1.7μSv 約7.6μSv 約9.3μSv

１０－Ｂ棟 約0.95μSv 約7.6μSv 約8.6μSv

１０－Ｃ棟 約1.5μSv 約8.0μSv 約9.5μSv

合計：約0.39ｍSv<5mSv

合計：約28μSv<50μSv

6．安全機能喪失時の公衆への影響評価の結果
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項目 条件

放出点 平常時と同様の放出点

放出点高さ 0ｍ

評価点 A,B棟:SW   C棟:W
(放出点からの各16方位内における敷地境界のうち，
相対濃度が最大となる地点)

A棟 B棟 C棟

【参考】放出放射能評価の評価点について



14【参考】安全機能喪失時の評価条件について
＜廃止措置工事環境影響評価ハンドブック＞

外部に衝撃が加わるという共通点から，
こちらの飛散率を採用

全て飛散に関与するという点から最も保守的



15【参考】安全機能喪失時の評価条件について
＜DOEハンドブック＞

放出物体が広がった直後（最も拡散しやすい状態）で
の係数であること，また経時的なMAR（インベント
リ）の減少を見込んでいない数字であることから，長
期間の評価に用いると過大評価となる。
今回は２４時間なので，妥当と判断

風速，通常２m/s 突風20m/s

（中略）

粉体の飛散率なので，土砂に対し保守的

・土砂に対し保守的な飛散率
汚染土については，完全に乾
いた土でないこと，及び，汚
染土表面の粉体が飛散した後
は，粒径の大きな粒が表面に
来るため，粉体成分は数時間
で飛散すると想定される。
これより，粉体100％にて実
験した本飛散率は十分保守的
であると想定。


